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研究成果の概要（和文）：経済不況下において土壌汚染に起因するブラウンフィールドの土地利

用可能性を拡大するため、日英における代表的な産業都市である大阪とマンチェスターを取り

上げ、ブラウンフィールド再開発の事例比較と関連する主要なステークホルダーの認識と役割

を中心に分析を行なうことで、再開発の促進要因と障害要因を特定するとともに、土壌汚染に

起因するスティグマの削減策を示した。 

 
 
研究成果の概要（英文）：In an international context during a time of economic recession, 
a perception of the mainly stakeholders of redevelopment project has been analyzed and 
examined in this research which aims to regenerate the Brownfield site caused by soil 
contamination, focusing on Osaka and Manchester. This research has identified barriers 
and drivers for the Brownfield redevelopment. And the reduction plan of the stigma from 
soil-contamination has been suggested. 
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１．研究開始当初の背景 

地球環境問題への意識が高まる中で、特に
先進工業国ではこれまでの経済成長を支え
てきた産業施設の再編・移転によって発生し
た空き地や経営不振によって撤退した事業

所の跡地などの再利用が問題となっており、
以前に開発され現在では使用されなくなっ
た土地、再利用の目処が立たない土地（ブラ
ウンフィールド）は拡大傾向にある。またこ
のような土地を適切に使用し再生させるに
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は、土壌汚染対策や生活環境の改善、就労環
境整備などの課題が予測され、大都市近傍で
高収益が見込める場合を除いて、多くの障害
を内包している場合が多い。 

わが国以外の先進諸国においては、既にこ
のようなブラウンフィールドの再生を国家
戦略として実施してきており、英国では 1997 
年のアーバンルネッサンスというスローガ
ンの下でブラウンフィールド再生を最重要
課題として位置づけた。またその後に発表さ
れた指針では、新たに建設される住宅の 60％
をブラウンフィールドに建設する目標が示
された。一方、日本でも 2001 年に都市再生
特別措置法（英訳名The Special Measures Act 
for Urban Renaissance）が施行されたが、
目的をその法文にみると、「情報化、国際化、
少子高齢化等の社会経済情勢の変化への対
応、都市機能の高度化及び都市の居住環境の
向上」としておりその契機において英国の政
策とは異質なものであった。しかしながら日
本でも他の先進国と同様に産業構造の転換
や環境関連の規制強化などによって大幅な
増加が見込まれるブラウンフィールドの問
題が今後顕在化してくるものと考えられる。
またそのために障害となる社会的、経済的、
都市計画的諸問題に対応できる知見を得て
おくことはきわめて重要である。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、ブラウンフィールドに関する日
英のコンテキストと制度上のフレームワー
クの違いを明らかにし、再生事業の現状及び
それに関る主要なステークホルダーの意識
と役割の分析を通して、土壌汚染やスティグ
マに起因するブラウンフィールドサイトの
土地利用可能性を高めるための基礎的知見
を得ることを目的とする。 

ここで英国を比較対象とした理由は、わが
国と同様に国土面積が比較的小さく、広大な
国土を持つ米国におけるブラウンフィール
ドとはその基盤が異なる点、既にインフラが
整備されている都市部を有効に活用する政
策を推進している欧州が好ましい点、中でも
唯一大陸近傍にある島国であり、近年のわが
国における国家政策の多くが英国を参考に
している点などによる。 
 
３．研究の方法 
(1)日英におけるブラウンフィールドに関す
る文献資料を整理し行政機関へのヒアリン
グなどを通して両国の社会的コンテキスト
と制度上のフレームワークの違いを調査す
る。 
(2)ブラウンフィールド再生の取り組みを把
握するために、日英における代表的な産業都
市である大阪とマンチェスターを対象とし、
それぞれの再生事例を抽出して実踏調査を

行なう。 
(3)再生事業にかかわる主要なステークホル
ダーへのアンケート調査やインタビュー調
査を実施し、そこでの課題を整理する。 
(4)英国側研究協力者との定期的なリサーチ
ミーティングを行うとともに、両国でワーク
ショップとシンポジウムを開催し、円滑な意
見交換と情報共有、情報発信を図る。 
(5)これまでで得られた調査結果をもとに以
下の分析と考察を行う。 
・日英の社会的コンテキストと制度上のフレ
ームワークの比較 
・大阪とマンチェスターのブラウンフィール
ド再生の現状比較 
・主要なステークホルダーの意識と役割 
・再生事業のための促進要因と障害要因 
 
４．研究成果 
(1)日英におけるブラウンフィールドの背景
とコンテキスト 
 日本において「ブラウンフィールド」は環
境省の報告書では「土壌汚染の存在、あるい
はその懸念から、本来その土地が有する潜在
的な価値よりも著しく低い用途あるいは未
利用となった土地」としており、米国の EPA
（環境保護庁）の説明とほぼ同義である一方、
英国ではその定義が異なる。EPS（English 
Partnership）のガイドラインによれば「こ
れまでに事実上開発された土地で土壌汚染
を含む様々な要因によって現在ではその利
用が難しい土地（以下 PDL）」としており、日
本の「低・未利用地」に近い概念であること
を理解しておくことは非常に重要である。 
 一方、「土壌汚染地」に関しては、日英と
もに同義ではあるが、低・未利用地だけでな
く現在も使用されている土地が含まれる。ま
た「土壌汚染が原因で遺棄されている敷地
（PBL）」に関して、日本では使用履歴から推
計される「汚染地（CS）」のうち、土壌汚染
対策にかかる費用がその土地の市場価格の
30％を超えるものを放置遺棄されるサイト
と仮定して算定している一方、英国では EPS
がブラウンフィールド（PDL）において「カ
テゴリⅢ」と規定している「ハードコア・サ
イト」が概ねそれに相当する。表 1は以上の
解釈に基づいて各諸元を比較したものであ
る。これによると英国の PDL（ブラウンフィ
ールド）面積は 62,130ha、日本の低・未利用
地面積は 195,213ha で、両国ともに国土面積
に占める割合は約 0.5％になる。また土壌汚
染が存在するサイト数（推計値）はイングラ
ンドで 325,000 サイト、日本で 331,000 サイ
トでほぼ同数であるが、実際に土壌汚染調査
が実施されたサイトはイングランドで
25,000 サイト、日本では 8,771 サイト、日本
の方が遅れてはいるものの、両国において土
壌汚染地の総数（推計値）に対する調査実施



 

 

率は 10％以下に留まっているのが現状であ
る。また英国のハードコア・サイトの推計面
積は 16,523ha、日本のブラウンフィールド
（PBL）の推計面積は約 28,000ha である。 
 
表 1 英国（イングランド）と日本のブラウ
ンフィールドに関する数値の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
関連論文：[学会発表] ①,④,⑦ 
 
(2) 大阪とマンチェスターの背景とブラウ
ンフィールドのと現状 
 大阪ではこれまでに有害物質を扱ってい
た特定施設の廃業事例として中小工場が集
中している大阪市東部地区、工業用途から他
用途への変更事例として大規模工場が多い
大阪市西部地区、1970 年代以降に急激な衰退
を示した繊維系産業施設が集中する大阪府
泉州地区（貝塚市）の３地区を選定し、それ
ぞれの再生事例を抽出して実踏調査を行な
った。またマンチェスターでは NLUD でリス
ティングされている PDLのうち再生が難しい

とされるカテゴリーC（遺棄地、遺棄建物）
のサイトを中心に調査を行なった。 
 大阪のブラウンフィールドは保高による
と約 37,000 サイトの土壌汚染地（CS）が存
在し、その内約 5300 サイトがブラウンフィ
ールド（PBL）であると推計されている。ま
た 2010 年度時点の土壌汚染対策法による指
定区域（要措置区域及び形質変更時要届出区
域）は 100 サイト、12.3ha であった。 
 大阪市東部地区では水質汚濁防止法で規
定する特定施設(330 件)で廃業届けが出てい
る施設(60 件)の 70％が土壌汚染調査の報告
がないか、猶予措置になっており、その大半
が空家や放棄地であること、一方土壌汚染調
査の結果、汚染がなかった敷地の多くは住宅
用途に建て替わっていることが明らかとな
った。また大阪西部地区では用途変更が行な
われた１ha 以上の工業用敷地 42 件の内、土
壌汚染調査が実施されていないものは 79％
であること、しかしその大半は運輸・住宅・
商業などの用途に建て替わっており、空地や
放棄地などになっている敷地は 10％以下と
少ない。2001 年に開業した USJ もこの地区に
あり、鉄鋼・造船業の工場跡地で、鉛や砒素
などの土壌汚染が見つかり掘削除去と一部
駐車場部分に遮水工封じ込め処理が行なわ
れた。一方、泉州地区（貝塚市）では、1976
年に繊維系工場として使用されていた敷地
54 件についてその現況を調査した結果、8
１％が他の用途に建て替わっており、空地や
放棄地になっているものは 10 件（19％）で
あった。この中で最も規模の大きな紡績工場
の跡地(18ha)は、西側が大型の商業施設とし
て開発が完了おり、東側も住宅開発の計画が
あるものの土壌汚染対策のため現在は空地
の状況である。一方、2002 年以前に建て替わ
った多くの敷地は、大規模な住宅開発であっ
ても土壌汚染調査はされておらず今後ステ
ィグマの懸念が残る。 
 一方、マンチェスターのブラウンフィール
ドは NLUD のデータによると 2007 年度時点で
約 598 サイト、約 437ha のブラウンフィール
ド（PDL）が存在し、その内マイルズプラッ
ティング・ニュートンヒース地区が約 75ha、
ブラッドフォード地区が約 72ha と多い。ま
たハードコアサイトとなる可能性の高いカ
テゴリーCは 92ha で、大半が東部エリアに集
中している。また従前用途が工場でカテゴリ
ーCに該当する敷地は 14 件で、そのうち 4件
は開発申請が許可されているが、それ以外の
10 件は申請がされておらず開発の動きは見
られない。その中で最も規模の大きなジャク
ソンブリックワークはかつてのレンガ製造
工場の跡地であるが、多種類の土壌汚染が見
つかったサイトで、その所有者が何度も代わ
り、現在は管財人の管理下に置かれている。
またシティセンター地区には 45 件のブラウ

国土面積 (A) 130,000 km2 378,000 km2

人口集中地区（B） 12,280 km
2 ULA　＊１ 12,560 km

2 DID　＊２

人口 (C) 49.13 百万 127.28 百万

人口密度　 (C/A) 378
人

/km2 337
人

/km2

低・未利用地面積 62,130 ha PDL * 3 195,213 ha
低・未利用地
* 4

低・未利用地サイト数 31,000 sites PDL * 3 2,048,293 sites
低・未利用地
* 5

サイト当たり平均面積 2.00
ha
/site

0.30
ha
/site

土壌汚染があるサイト
の面積（推定値）

300,000 ha PCS * 6 113,000 ha  CS * 7

土壌汚染のあるサイト
数（推定値） (D)

325,000 sites PCS * 6 331,000 sites  CS * 7

土壌汚染調査がされた
サイト数（E）

25,000 sites 検査 * 6 8,771 sites
土壌汚染調
査  * 9

土壌汚染が基準超過し
たサイト数

659 sites DCL  * 6 341 sites
土壌汚染超
過サイト  * 9

土壌汚染調査実施率
（E／D）

7.7 % 2.6 %

ブラウンフィールドの面
積（推定値）（F）

16,523 ha
Hard Core
* 10

28,000 ha PBL  * 11

ブラウンフィールドのサ
イト数（推定値）（G）

2,000 sites
Hard Core
* 10

80,030 sites PBL  * 12

サイト当たり平均面積
（F/G）

8.3
ha
/site

0.4
ha
/site

*4 平成１５年土地基本調査総合報告書（国交省）
http://tochi.mlit.go.jp/kihon/h15_kihon/report/pdf/1-1-1-3.pdf

*6 Reporting the Evidence Deal ing with Contaminated Land in England and Wales, 'Environment
Agency 2009   England部分

英国（イングランド） 日本

*1 DCLG’ｓ Census 2001 data and includes settlements of more than 1000--equates to about
9.5% of land area

*3 Census 2001 data and includes settlements of more than 1000--equates to about 9.5% of
land area

*2 人口集中地区・国勢調査において設定される人口密度が 1 ha あたり 40 人以上，人口 5000
人以上の地域 (MIAC,2005) http://www.stat.go.jp/gis/h17/did/index.htm

*11 土壌汚染をめぐるブラウンフィールド問題の実態等について中間とりまとめ　環境省(2007).
土壌汚染対策費が土地価格の3割を超えると土地売却が困難になると仮定して推定された値。

*12 保高徹生、土壌汚染の社会経済影響の定量化とその解決方法に関する研究 (2007)、横浜
国立大学学位論文     土壌汚染の可能性が高い土地において、土地価格に対して土壌汚染対
策費用を許容する割合を30％と仮定して算出した値。

*5 平成１５年土地基本調査総合報告書（国交省）
http://tochi.mlit.go.jp/kihon/h15_kihon/report/pdf/3-2-6-1.pdf

*7 土壌汚染をめぐるブラウンフィールド問題の実態等について中間とりまとめ　環境省(2007).
PCS（土地の用途から見て土壌汚染の可能性があるすべての土地272,000ha）に発生確率を乗
じた数値（CS）。

*8 保高徹生、土壌汚染の社会経済影響の定量化とその解決方法に関する研究 (2007)、
横浜国立大学学位論文    PCS（製造業、GS、クリーニング店などの対象サイト数898,000サイ
ト）に土壌汚染の発生率を乗じた数値（CS）。

*9 土壌汚染対策法の施行状況報告、環境省2010（2009年3月までの累積データ）

*10 Towards a National Brownfield Strategy, (English partnership 2003)におけるカテゴリーⅢの
値



 

 

ンフィールドがあるが、その内 0.5ha 以上の
大規模な敷地は 7件で、いずれもこれまでに
開発の許可申請が提出されており、（ただし 2
件は留保）概ね再生の方向で進んでいるもの
と思われる。 
 現在マンチェスターの開発では、特に東部
エリアに重点が置かれている。このエリアで
は雇用の減少とともに使われなくなった建
物と広範囲にわたる断片化した空き地が放
置されている。1999 年にニュー・イースト・
マンチェスター都市再開発会社(NEM)が、市
と NWDA（ノースウエスト地域開発公社）、イ
ングリッシュ・パートナーシップ（後の HCA）
の間の共同経営会社として、設立されマンチ
ェスター東部地区における戦略的枠組み
(East Manchester Strategic Framework 
2008-2018)を策定した。この東部エリアおけ
る主要なプロジェクトとしては、スポーツシ
ティ（65ha）、セントラルビジネスパーク
（182ha）、ニューイズリントン、アンコーツ
におけるミレニアム・コミュニティーなどが
ある。このうちスポーツシティは、ブラッド
フォード地区にあり、マンチェスターシティ
スタジアム（2002 年）、ヴェロドーム（1994
年）を含むスポーツを中心とした複合用途の
都市開発(65ha)である。敷地は石炭の採掘所
と石炭ガス精製施設、貯蔵施設、工場などの
跡地でシアン化合物等の土壌汚染の問題が
残っている。1980～1990 年に大半のガス製造
プラントが取り壊され、2002 年にマンチェス
ターシティスタジアムがオープンした。その
後も開発は、いくつかの段階を通して進展し、
運河沿いの住宅と関連する生活施設、ホテル、
商業飲食施設とメトロリンクの延伸による
駅舎の建設が進んでおり、国立屋内 BMX セン
ターとフリースタイル BMXアリーナの建設が
予定されている。 
 一方、大阪でも 1997 年にオープンした大
阪シティドームとその周辺地区の都市再開
発(27ha)が良く似た再生事例として挙げら
れる。この敷地もガス精製施設、貯蔵施設な
どの跡地で建設当時は環境影響評価法もま
だ施行されておらず、後の調査でベンゼンや
シアン化合物等の汚染が見つかり現位置浄
化が行われた。またマンチェスターと同様に
地下鉄鶴見緑地線の延伸工事も同時に行な
われた。その後岩崎橋地区地区計画として市
消防局、交通局舎や病院、業務施設などの建
設が進行中である。 
関連論文：[雑誌論文] ②,③ 
     [学会発表] ⑤,⑥,⑦,⑧,⑨,⑩ 
  
(3)再生に関わる問題構造の分析 
 ブラウンフィールド再生にかかわる障害
要因は、それぞれが単独で存在するのではな
く、各要素が相互に関連して存在しており、
問題解決のためには、これらの問題構造の把

握が重要となる。ここでは、大阪泉州地区で
実施したブラウンフィールドに関わる調査
結果を元に、DEMATEL（Decision Making Trial 
and Evaluation Laboratory）法を用いてそ
の問題構造を分析した。 
 
表 2 障害要因を構成する各要素の中心度及
び原因度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 DEMATEL 法は、問題を構成する要因間の直
接的な関係の有無とその強さを定量的に分
析・把握することにより、対象が抱える問題
構造の特徴及び重要な要因を抽出し、問題発
生のメカニズムを解明する手法で、グラフ理
論に基づく構造グラフの行列演算によって
分析するものである。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 障害要因の影響関係モデル図 
 
 表 2は DEMATEL 法による分析の結果で「障
害要因を構成する各要素の中心度及び原因
度」を示しており、この結果を元に作成した
障害要因の影響関係モデルを図 1に示す。14
の障害要因のうち「開発後の採算が確保でき
ない」、「事業をリードする先導的・中核的施
設テナントが見つからない」、「金融機関から
融資が受けられない」、「経済景気状況が悪

注１：矢印の向きは影響の方向を表し、線の太さは影響の大きさを表している。 

  （二重線＝総合影響度700 以上、太線＝600～700、細線＝500～600、点線＝400～500） 

注２：各要素を囲む線は太線が深刻度１位～５位、点線は中心度が１位～５位のものを表す。
注３：原因要因は濃い灰色、結果要因は薄い灰色で着色している。 



 

 

い」の４要素を中心とする影響関係が示され、
特に、この４つの障害要因の影響関係におけ
る悪循環が示唆される。これら４要素は、原
因度がマイナスであることから、他の障害要
因発生による結果要因として評価されてお
り、それぞれの原因について見ていくと、「事
業をリードする先導的・中核的施設テナント
が見つからない」については「周辺道路の整
備が不足している」、「権利関係が複雑であ
る」、「周辺の住宅・施設との調整がうまくい
かない」が原因要素として示されている。 
 次に「金融機関から融資が受けられない」
については、同様、「周辺道路の整備が不足
している」、「権利関係が複雑である」、「周辺
の住宅・施設との調整がうまくいかない」が
原因として挙がっているほか、「土壌汚染が
ある、または土壌汚染の可能性がある」、「文
化財、伝統的建築物などの保存義務建物が存
在する」が原因として示されている。土壌汚
染の問題や保存義務建物の存在と金融機関
からの融資の可否が結びついている。 
 また、「開発後の採算が確保できない」に
ついては、図に示された全ての要素がこの要
素に繋がっており、深刻度でも第２位である
ことから、ブラウンフィールド開発における
障害要因のなかでも特に大きな障害となっ
ていると考えられる。 
関連論文：[雑誌論文] ② 
 
(4)再生に関わるステークホルダーの意識 
 大阪とマンチェスターにおける事例調査
と再生事業に関わっている主要なステーク
ホルダーへのインタビュー及び英国側研究
協力者との議論の中で、ブラウンフィールド
を再生させるための、いくつかの共通する促
進要因と障害要因が浮かび上がってきた。 
再生を阻害する要因としては 
・金融危機に伴う流動性の低下と信用不安 
・敷地の断片化と権利関係の複雑さ 
・土壌汚染とそれに伴うスティグマの問題 
などが共通しており、マンチェスターでは 
・インフラ整備の遅れ 
・税やインセンティブに対する知識不足 
などが指摘された。一方、再生を促進させる
ための方策としては 
・現在の経済不況を好機と捉えること 
・再生のための長期ビジョンを持つこと 
・官民の連携を強化すること 
・適切なインフラ整備を行うこと 
・個性的なブランド力を作り出すこと 
・関連する区域を包括的に整備すること 
などが指摘された。 
 また汚染地再生の障害となるスティグマ
の削減策は、汚染調査の前後、浄化対策の前
後とその将来で異なる。調査前は早期の情報
公開が鍵となること、パニックを抑えようと
して開示を遅らせると逆効果になること、調

査後はその信頼性の証明と不測の事態への
準備が重要であること、対策後は浄化作業の
完全性の証明と潜在的な健康被害への保障
が重要であること、将来においては汚染基準
の追加変更へのリスクが残るが、これは他の
敷地でも同様であり、「対策済み」であるこ
とは逆に付加価値となる可能性があること、
最後に敷地外からのスティグマを払拭する
には汚染地データベース等による全般的な
情報開示が重要であることが指摘された。 
関連論文：[雑誌論文] ①,⑤,⑥  
      [学会発表] ①,④,⑦ 
 
(5) シンポジウム、ワークショップの 開催 
①ブラウンフィールド再生に関するワーク
ショップの開催 
日時：2009 年 9 月 9日 
場所：OISD（オックスフォードブルックス大
学） 
参加者は大阪大学、オックスフォードブルッ
クス大学、ウルスター大学、TRL（英国交通
研究所）の研究者と学生 
http://www.brookes.ac.uk/schools/be/ 
oisd/workshops/brownfields/index.html 
 
②ブラウンフィールドと都市再生に関する
日英シンポジウムの開催 
日時：2010 年 12 月 10 日-11 日 
場所： GSE-コモン W,6F 大講義室（大阪大学） 
英国から 4 編、スイスから 1 篇、日本から 7
編の研究成果が報告された。学術講演では
「土壌汚染対策」「生活環境とインフラ整備」
「持続可能な開発と都市再生」の３つのセッ
ションを実施した。 
http://www.comy.cmc.osaka-u.ac.jp/ 
ajsb2010/ 
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